
創生静岡レポート

T H E B R I D G E発行元：創生静岡
連絡先：静岡市葵区追手町5-1

電話/Fax： 054-272-8897

春季号
２０２０年 Vol.４　2020 年 1月 15 日から 2月上旬までの期間、中国

テコンドー協会の指定強化選手が東京オリンピック
に向け、環境適応を目的として静岡市で合宿を行い
ました。1月 16 日には静岡市役所を訪れ観光交流文
化局長と市議会議長への面会も行いました。
　選手団の菅健民監督は「日中友好の担い手になれ
るよう静岡の文化や生活を感じ中国へ伝えたい」と
話されました。
　創生静岡は誘致に取り組んだ会派として合宿期間
中にテコンドーを学ぶ子どもたちとの交流や、日本
の文化を感じてもらえる歓迎会などを企画し、
「お・も・て・な・し」を実践いたしました。
　残念ながらオリンピックは延期となりましたが、
来年に再度、本市で合宿をしていただくことを期待
しています。　加油！（中国語で頑張れの意）

中国代表テコンドーチームの受け入れ中国代表テコンドーチームの受け入れ

浅間木遣り保存会による木遣りの披露 日本のお餅を堪能

令和元年度　厚生委員会　委員長として

　厚生委員会委員長として令和２年度予算に対する審議

と本会議において委員長報告を行いました。

　委員会の冒頭は、新型コロナウイルスに関して市当局

の取組や対応について質問する集中審議を開催。静岡市

においても感染症の拡大を防ぐため、少しでも気を緩め

ることはなく予防すると共に、市当局へ市民への正確か

つ迅速な情報の提供と、不断の対応を厚生委員会として

要望しました。

　次に保健福祉長寿局の所管分で、生涯活躍のまち静岡

（ＣＣＲＣ）推進事業を進める、駿河共生地区の「地域・

多世代交流住宅整備事業」などについて活発な議論が行

われました。また、がん検診事業では、日曜日検診の実

施は受診率の向上につながると歓迎する意見や、利用者

の負担軽減措置を講じてほしいとの要望もありました。

　子ども未来局所管の予算では、こども園等に通う幼児

の園外活動の安全を守るために設置するキッズゾーンに

ついて、こどもの安全を守るための取組なので、スピー

ド感をもって進めてほしいとの要望がありました。また、

児童相談所業務について、近年非常に厳しい事例が増え

ているので、子どもたちに寄り添った対応を願う発言等

がありました。

　厚生委員会では福祉や子育て等、市民生活に密接にか

かわる施策について審議します。であるからこそ委員長

として、公平かつ慎重に議論を進めて行かなければなら

ないと考えています。

先端事例として「さいたま市立病院」を視察

長岡の子育て施設について視察 児童発達支援センター「もも」視察

新型コロナウイルス対策への提言書を提出

1.情報発信：　正確かつ迅速な情報発信に努め市長の高度な判断の下、強い
　　　　　　　メッセージの発信に努めること。
2.検査・　：　検査体制の強化を進め、受け入れ可能病床の確保及び、
　医療体制　　軽症者の隔離施設の検討を進めること。
3.金融支援：　補助金・助成金制度の周知徹底。支援策に係わるワンストッ
　　　　　　　プ窓口を早急に市に開設すること。
4.生活支援：　マスク等対策用品を計画的に購入、または市が配布できるよ
　　　　　　　うな体制へ向けた支援を実施すること。
5.教育支援：　学習支援や昼食の提供、体力維持のため計画的な運動場・
　　　　　　　公園の利用等を検討すること。

静岡新聞 3月 31 日朝刊より

石井こうじ議会レポート

令和元年度　２月議会補正予算令和元年度　２月議会補正予算

　今回の補正予算は、地域経済を活性化するため、国の補正予算
を活用した事業の経費として、総額約 61 億 9千万円を計上。主な
内訳として、小中学校通信ネットワーク整備事業で約 23 億 7千万
円、小中学校校舎エアコン設置事業で約 22 億 2千万円、道路整備
事業で約 13 億 6千万円を計上。
　このほか、一般会計では、生活保護扶助費を約 10 億円、病院事
業会計補助金を約7億3千万円増額、人件費を約17億4千万円減額。

大浜公園再整備事業（PFI アドバイザリー業務経費）
　大浜公園リニューアル計画の概要
　　・プールゾーン（有料）：流水プール、スライダーなど
　　・公園機能ゾーン：芝生広場、飲食・物販、駐車場など
　全体スケジュール：令和 4年～ 6年設計整備、令和 7年完成

令和 2年度は通常通りオープンします

山形市コミュニティファンド

　山形市コミュニティファン
ドとは市民や企業からの寄付
金を原資とした、地域課題解
決のための補助金制度で、普
段生活の中での気づきを基
に、山形市がもっと住みやす

くて楽しい街になるための取組に対
し、資金面でバックアップを行う制
度です。補助先としては「分野別」、
「団体別」等ありますが、特徴的な
のが「公開プレゼンテーション補助」
で公開プレゼンテーションによる選
定で選ばれます。

　本市においても令和 2年度からふるさと納税を活
用した市内のＮＰＯ法人など地域活動の担い手を支
援する制度を導入しますが、市民に喜ばれる制度と
して定着させていきたいです。

最上バイオマス発電プロジェクト

　最上バイオマス発電プロ
ジェクトは、山形県最上エ
リアを中心とした森林及び
グループ所有林を有効活用
し 6,800ｋｗの発電出力で、
約 75,000 トンの燃料チップ
を消費する「木質バイオマ
ス発電」による再生可能エ

ネルギーによって循環環境を築き森林資源の有効活用を
するプロジェクトです。
　本市においても林業は後継者不足や、資金面など厳し
い状況にあります。しかし環境保全の観点からも森林の
有効活用を進めるべきであり、その方策を模索している
ところであります。
　この木質バイオマス発電は、間伐材等の「未利用材」
を乾燥させてチップなどに加工しており、林業を活性化
する重要な役割を担う可能性を秘めています。

視　察　報　告視　察　報　告

厚生委員会の審査風景



令和２年度予算に対し創生静岡の考え令和２年度予算に対し創生静岡の考え

　創生静岡は令和 2年度静岡市一般会計予算について反対の立場をとりました。
一般会計予算は令和 2年度の様々な事業を実施するための重要な予算編成でありますが、創生静岡が
再検討を要望している新清水庁舎の建設計画に関する予算が、議案第 30 号の一括議題として上程され
ており、反対することとなりました。その理由については以下の三点になります。

賑わいづくりの拠点としての問題点
１点目は、当初、市当局は JR 清

水駅東口への庁舎移転により、周辺
地域へ賑わい創出の効果があると主
張。しかし創生静岡は、その効果は
極めて一極、限定的で、ましてや清
水区全域に波及する経済活性化には
つながらないと主張してきました。
　更に今議会では、賑わい創出の核
として計画を進めてきた民間収益施
設の同時一体的整備を、応札者がいなかったため事実上断念しました。この事
で庁舎建設に伴う賑わい創出については、市民への説明が一層難しくなり、理
解を得ることは到底できないと考えます。
　加えて、JR 清水駅は静岡市の東の玄関口、清水港周辺の開発いかんによっ

ては本市の交流人口の増加に大きく貢献するはずです。しかも、このエリアは今、発展の可能性が高まっ
ています。最も利用価値の高い一等地に、区民と職員約 600 名が勤務する区役所を建てて市民と経済
界が満足することはないと考えます。

１．

防災拠点としての問題点
2 点目は、巨費を投じて建設される新清水庁舎が津波浸水想定

区域であること。また、現清水庁舎の耐震性能、補強計画につい
ての検証が不十分であることです。
　大規模な地震の発生確率（東南海トラフ大地震説は 30 年以内
に８0％の確率）が日々高まっていく中で、今後、数十年は使う
であろう庁舎を、さらに津波の危険性の高い地域へ移転させる計
画については、学識経験者からもその危険性が指摘されています。
市民の生命と、期待ができない賑わい創出とを天秤にかけること
があってはならないと考えます。
　現清水庁舎の耐震性能についてはさらに検証が必要で、長寿命化を含めた検討を早急に行うべきだと
考えます。

市民意向が反映されていない現状　
　3点目に、清水庁舎移転に伴う清水駅東口公園のモニュメント及
び樹木等移設費が計上されましたが、そもそも都市公園法が最も
重要だと位置づける公園廃止に係る公聴会などが行われていませ
ん。このことを持っても依然として住民理解を得るための配慮が
欠けています。
　テレビ静岡が 100 人に対し街頭で行った調査では移転について
「反対」が 62 人、「賛成」が 19 人、どちらでもないが「19 人」と
いう結果でした。市民の賛同を得ているとは言い難い状況です。

２．

３．

テレビ静岡のアンケート結果（10 月 18 日放送）

　一議案ずつ議題とするのではなく、

議事の能率化を図るために関連する議

案を一括して議題とすることです。「議

案第○号から議案第○号を一括して議

題といたします」と議長は宣告します。

　一括上程ともいいます。事業毎に賛

否が取れないために、一括りで「賛成」

「反対」を主張することになります。

キーワード
一　括　議　題

令和 2年度予算　一般会計　３２５３億円（前年度対比　７３億円増）
　　特別会計を含む全会計　６４２３億円（前年度対比　１９８億円増）

過去最大規模の予算編成

【予算編成のポイント】
　☆　本市の最重要課題である 3次総合計画の「5大構想」を実現する為の施策に予算を重点配分
　☆　将来に渡る地域経済の活性化に向け人口活力の維持、持続可能な街の実現を図る取組を予算に反映
　☆　安心・安全な社会の構築を目指し、教育・子育ての充実、災害対応力の強化などの取組を予算に反映

令和２年度の主な新規・拡充事業

人口活力の維持
・地域おこし協力隊員によるテレワーク移住の促進
・民設民営アリーナ誘致に向けた調査検討
・東京２０２０大会の事前合宿受け入れとライブサイト開設
・ふるさと応援寄付金を活用したＮＰＯ等の活動支援

教育・子育ての充実
・静岡市型３５人学級編成の完全実施
・自閉症・情緒障害学級の学習指導体制の充実
・不登校児童生徒に対する訪問教育相談員の配置
・待機児童ゼロを目指した児童クラブの整備・運営

持続可能なまちの実現
・様々な交通手段が連携した静岡型ＭａａＳの実証実験
・御幸町９番・伝馬町４番地区の再開発推進
・産業集積に向けた大谷・小鹿土地区画整理の推進
・農業の生産性向上に向けた畑地帯総合整備事業の推進

災害対応力の強化
・災害情報を一元的に共有・発信するシステムの構築
・同報無線の更新を含む最適な情報伝達手段の検討
・機能別消防団員制度購入による地域防災力の強化
・浸水対策推進プランに基づく河川改修・雨水ポンプ場整備

市債残高は約 4,907 億円
（令和 2年度末見込み）
で、約 68 億円増となる
見込みです。なお、市民
1人あたりの市債残高は
約70万円（臨時財政対
策債除きで約40万円）
となります。
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令和２年度予算の概要令和２年度予算の概要
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【市債残高の推移】
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